
計画書（省令第 9 条第 3項） 

西三河都市計画地区計画の決定（西尾市決定） 

 都市計画門内第２地区計画を次のように決定する。 

名      称 門内第２地区計画 

位      置 
西尾市西幡豆町柳田、京田、大塚、仲田及び入前並びに寺部町田中の各一部 

面      積 
約８．５ｈａ 

地区計画の目標 

本地区は、旧幡豆町の中心部に位置し、地区北側の国道 247 号沿道及び市

道幡豆 247 号線沿道は沿道利用の増進を図る地域として、また、その背後地

は住宅地として恵まれた立地条件を有した区域である。 

国道 247 号の背後地である地区北側から中央部の土地利用状況は、住宅地

が点在するものの、ほとんどが農地や雑種地となっており、都市基盤整備の

遅れが問題になっているほか、都市計画道路 3・5・401 中部幹線（幅員 12ｍ）

の整備が予定されており、道路整備と併せた良好な居住環境の保護が必要と

なっている。 

したがって、本計画は地区施設の計画的な整備を誘導し、良好な市街地形

成を図ることを目的とする。 

土地利用の方針 

国道 247 号及び市道幡豆 247 号線の幹線道路沿道地域は、沿道にふさわし

い土地利用として、また、その背後地は良好な住宅地としての土地利用を図

るため、次の方針により土地利用を誘導する。 

1. Ａ地区 

 幹線道路の沿道特性を活かした沿道サービス等の商業施設などの誘

導を図りつつ、住宅地等と調和した沿道複合地の形成を図る地区とす

る。 

2. Ｂ地区 

旧幡豆町の中心地区であり、都市計画道路 3･5･401 中部幹線（幅員

12m）の整備も予定されていて将来的に高層住宅の立地が予想されるた

め、それを抑制し、また、周りと調和した中低層住宅地の形成を図る

地区とする。 

3. Ｃ地区 

狭隘道路の解消を目的とし、また、周りと調和した良好な住環境の

形成を図る地区とする。 

4. Ｄ地区 

住宅地を中心に店舗・事務所等と併存した一般住宅地の形成を図る。 

地区施設の整備の方針 

既存の道路等を有効に活用しながら、健全で良好な住宅市街地を形成する

ため、区画道路等の改善及び整備を行う。 

また、地区内居住者が利用しやすい位置に公園を配置する。 
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建築物等の整備の方針 

Ａ、Ｄ地区においては、建築物等の用途の制限により、良好な居住環境の

創出を図るとともに、垣又はさくの構造の制限により、地区の安全性や防災

性、街並み景観の向上をめざす。 

Ｂ地区においては、建築物等の用途の制限、建築物等の高さの最高限度に

より、良好な居住環境の創出を図るとともに、壁面の位置の制限や垣又はさ

くの構造の制限により、隣接地と連続した空地等を確保し、地区の安全性や

防災性、街並み景観の向上をめざす。 

Ｃ地区においては、建築物等の用途の制限により、良好な居住環境の創出

を図るとともに、壁面の位置の制限や垣又はさくの構造の制限により、隣接

地と連続した空地等を確保し、地区の安全性や防災性、街並み景観の向上を

めざす。 

 



名称 幅員 延長 備考 

道 路 

道路１号 

道路２号 

道路３号 

道路４号 

道路５号 

道路６号 

道路７号 

道路８号 

道路９号 

道路 10 号 

道路 11 号 

４ｍ 

４ｍ 

７ｍ 

７ｍ 

６ｍ 

６ｍ 

６ｍ 

６ｍ 

４ｍ 

４ｍ 

４ｍ 

約７１ｍ   

約６７ｍ   

約１６５ｍ   

約７０ｍ   

約７６ｍ   

約１０６ｍ   

約１２７ｍ   

約１１１ｍ   

約９２ｍ   

約３０５ｍ   

約１３７ｍ 

新設 

道路センター拡幅 

一部線形変更 

一部線形変更 

道路センター拡幅 

新設 

道路センター拡幅 

道路センター拡幅 

道路センター拡幅 

道路センター拡幅 

道路センター拡幅 

｢地区施設の配置

は計画図表示の

とおり｣ 

地区施設

の配置及

び規模 

公 園 公園 1号 面積 ５５０㎡ 

｢地区施設の配置

は計画図表示の

とおり｣ 

地区の名称 Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 Ｄ地区 
地区

の区

分 
地区の面積 約０．８ｈａ 約５．０ｈａ 約０．５ｈａ 約２．２ｈａ 

建築物等の用途の

制限 

次の各号に掲げ

る建築物は建築

してはならない。 

1 ボーリング場、

スケート場、水泳

場その他これら

に類する建築基

準法施行令第130

条の6の2で定め

る運動施設 

2 自動車教習場 

3 畜舎（床面積の

合計が 15 ㎡を超

えるものに限る） 

次に掲げる建築

物は建築しては

ならない。 

1 公衆浴場 

 

次に掲げる建築

物は建築しては

ならない。 

1 公衆浴場 

 

次の各号に掲げ

る建築物は建築

してはならない。 

1 公衆浴場 

2 ボーリング場、

スケート場、水泳

場その他これら

に類する建築基

準法施行令第 130

条の6の2で定める

運動施設 

3 ホテル又は旅館 

4 自動車教習場 

5 畜舎（床面積の

合計が 15 ㎡を超

えるものに限る） 

建築物等の高さの

最高限度 

― １５ｍ ― ― 

壁面の位置の制限 ― 

隣地境界線から建築物の外壁又はこれ

に代わる柱の面までの距離は１ｍ以上と

する。ただし、次に掲げるものについて

は、この限りでない。 

1 物置、車庫その他これらに類する用途

の建築物の部分で、軒の高さが3.0ｍ以

下で、かつ、壁面の位置の制限に満た

ない部分の床面積の合計が10㎡以下の

もの 

2 地下に設けられている建築物の地下部

分、建築物の付属部分等で、出窓、ベ

ランダ、バルコニー、テラス、屋外階

段、その他これらに類するもの 

― 
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垣又はさくの構造

の制限 

道路に面する垣又はさくは、生垣、又はフェンス、鉄さく等とし、ブロック

塀等については建築物の敷地地盤面から高さ 0.5m を超えるものを設置して

はならない。ただし、門柱、擁壁にあってはこの限りでない。 

備    考  

「区域、地区施設の配置及び区分は計画図表示のとおり」 


